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はじめに 

 2011 年 3 月 11 日に発生した「東日本大震災」は、東日本の広範囲にわたり甚大な被

害をもたらしました。町田市を含む首都圏においても、地震や原子力発電所の事故を原

因とする電力供給の不足による計画停電の実施や、ガソリン、灯油をはじめとした燃料

類の供給不安により、家庭生活や通勤通学など日々の暮らしに大きな影響がでました。

これは、地球温暖化が叫ばれ、二酸化炭素等の温室効果ガスの削減が求められている中、

現代の暮らしが電力や化石燃料にいかに依存しているかに気づくきっかけとなりまし

た。 

 必要なエネルギーが安定的にきちんと供給されるシステムの再構築が、いま最も進め

るべき課題ではありますが、併せて、日々の生活を見つめなおし、エネルギー消費が少

なく温室効果ガス排出量の少ない社会への転換が、今後ますます重要であるとの見地か

ら、「第二次町田市環境マスタープラン」の検討を行いました。 
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1.  第二次町田市環境マスタープラン策定の背景 

（1）町田市環境マスタープランの策定経緯 

町田市では、2002 年 3 月に「町田市環境基本条例」（以下、「環境基本条例」とい

う）に基づき、環境の保全・回復・創造に向けた取り組みの展開を図るため、10 ヵ

年の「町田市環境マスタープラン」（以下、前計画という）を策定しました。環境基

本条例第 9 条に基づいた「町田市環境基本計画」（以下、「環境基本計画」という）

及び、第 11 条に基づく「環境行動指針」がその内容となっています。 

その後、前計画のアクションプランとして、2004 年には、市民・事業者の取り組

みを促すための「環境重点配慮指針」を策定しました。 

2008 年には、市内外における社会経済環境の変化や、取り組みの成果を踏まえて、

市民・事業者・行政の協働のあり方を見直し、取り組みを着実に進めるための「町

田市環境マスタープラン 中期実施計画」（以下、「中期実施計画」という）を策定

しました。 

（2）社会情勢の変化 

2002 年に前計画を策定して以降、環境をとりまく社会情勢は大きく変化しています。  

国では、「地球温暖化対策の推進に関する法律（以下、温対法という）」、「エネル

ギーの使用の合理化に関する法律（以下、省エネ法という）」等の地球温暖化に関わ

る重要な法律の改正や、環境教育に関する「環境の保全のための意欲の増進及び環

境教育の推進に関する法律」の制定、生物多様性＊に関する「生物多様性基本法」

の制定などの新たな法律の制定が進みました。 

また、政府は「2020 年までに温室効果ガス＊25％削減（1990 年比）」といった地

球温暖化対策に関する目標を掲げ、企業や市民など幅広い主体を巻き込み、目標達

成に向けた取り組みを進めています。 

東京都においても、環境に関する条例や制度の整備が着実に進んでおり、地球温

暖化対策においては、国に先駆け、「温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制

度」を導入するなど、先進的な取り組みを進めています。 

*温室効果ガス:温められた地表からの熱（赤外線）が、宇宙空間へと放射されるのを抑え、地表面の温

度を一定に保つ役割を果たしているガスで、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、フルオロカーボン等

がある。いずれも大気中で微量な成分であるが、人間活動により急激に増加しており、温暖化を引き起

こしている。 

*生物多様性: 地域に固有の自然があり、多種多様な生物が生育・生息していること、それらが複雑に

関わり合っていること。生物多様性条約では、生態系の多様性、種間（種）の多様性、種内（遺伝子）

の多様性という 3 つのレベルの多様性があるとしている。 
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（3）策定の背景 
 

【「町田市環境マスタープラン」策定以降の取り組み】 

町田市では、2002 年度以降、前計画に基づき、ごみの資源化＊や、緑の保全、ビ

オトープ＊の整備等、様々な取り組みを展開してきました。 

【目標達成状況の監視と現状】  

前計画に基づく環境施策の進捗状況、各主体の環境保全行動の定着状況と目標の

達成状況は、毎年発行している「町田市環境白書」に示しています。 

2010 年度末時点での前計画の成果指標達成見込みは、約 50％程度であり、策定当

初に掲げた環境像の実現には、更なる取り組みが必要です。 

【「町田市環境マスタープラン」策定以降の社会情勢への対応】 

前計画策定以降、町田市の環境をとりまく状況は大きく変化しています。国の温

対法や省エネ法の改正、東京都の温室効果ガス排出総量削減義務の開始に伴い、町

田市の大規模事業者は更なるエネルギー使用量の削減や地球温暖化対策が必要です。

また、市民生活においても、家電リサイクル法や容器包装リサイクル法などのリサ

イクル法の整備により、家電や容器包装のリサイクルが急激に進むなど、国や都の

環境政策により事業活動や市民生活は変化しています。一方、家電リサイクル法の

対象外となっている小型家電製品からのレアメタル＊、レアアース＊の回収などを行

う仕組みづくりの必要性も提起されています。こうした社会経済情勢の変化ととも

に、町田市においても、太陽光発電への補助制度や電気自動車*によるカーシェアリ

ング＊の社会実験等、最新の社会情勢に対応した新たな環境施策を進めているとこ

ろです。 

【関連計画との整合】 

前計画の策定以降、町田市は、総合的な施策方針を示した町田市基本計画「（仮称）

まちだ未来づくりプラン」や、「町田市環境マスタープラン」と関連の深い「町田市

一般廃棄物資源化基本計画」の策定、「町田市緑の基本計画」や「町田市都市計画マ

スタープラン」の改定などを行っており、これらの計画との整合を図る必要があり

ます。 

以上のことから、前計画策定後、10 年が経過した今、最新の動向や取り組みの進

展を踏まえ、計画の構成・体系そのものを抜本的に見直し、「第二次町田市環境マス

タープラン」を策定しました。 

*ビオトープ: ドイツ語で生物を意味する「ビオ」と場所を示す「トープ」の合成語。一つの生物種に

とって必要な空間のまとまりを、その種のビオトープという。また、一定の区域に、元来そこにあった

自然風景、生態系を回復・保全することも指す。

*レアメタル: 資源としては存在量が少ない、または存在量が多くても採掘が難しいため産出量が少な

い希少金属の総称。プラチナ・モリブデン・コバルト・ニッケルなど、31 種類がある。 

*資源化: 資源として利用すること。町田市では、「町田市一般廃棄物資源化基本計画」に基づき、ごみ

の減量・資源化に取り組んでいる。 

*レアアース: レアメタルの一種で、希土類元素の酸化物や塩化物の総称。発見当初（18 世紀末）、そ

れまで発見されていた土類・鉱石に比べ希少であったため「希土類」と名づけられたといわれている。
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*電気自動車: 電気エネルギーにより走行する自動車。走行中に排気ガスを出さず、騒音も少ないとい

う特徴がある。 
*カーシェアリング: 複数の人が自動車を共同で保有して、必要な時に利用するシステム。このシステ

ムの普及により、自動車への過度の依存がもたらす環境負荷の低減や、交通渋滞の緩和、駐車場問題の

解決などが期待される。 



（4）町田市環境マスタープランの課題と改善の方向性 

【目標について】 

前計画では様々な目標をたてていますが、中でもごみの削減や資源化についての

目標は多くを達成し、市民意識調査でもごみの取り組みに対する評価は高くなって

います。その一方、生物多様性の保全など進んでいない施策もあり、前計画の成果

指標達成見込みは約 50％と十分な状況とはいえません。その原因としては、目標や

成果指標そのものが、基礎自治体である町田市の実行可能な範囲を超えた設定とな

っていたり、実効性の担保や目標を達成するための具体的な手法やプロセスの検討

が、不十分のまま計画に掲げていたことが考えられます。 

施策の実効性を見据えた目標設定 改善の方向性 

 

【計画の実効性について】  

2008 年に策定した「中期実施計画」は、計画の実効性を担保するため、施策ごと

に担当課や実施スケジュールを明記し、特に市民･事業者・行政が一体となって重点

的に進めるべき施策についても、「協働プロジェクト」として掲げています。しかし、

「中期実施計画」を前計画策定の 6 年後に策定したため、前計画で掲げた目標と各

課の事業展開に差が生じ、「中期実施計画」そのものの実効性が担保されず、有効な

取り組みにつながっていない点が課題として挙げられます。 

実効性が担保された計画の策定 改善の方向性 

 

【進行管理と改善の仕組みについて】 

前計画の進捗状況については、毎年「町田市環境白書」を作成し、施策の進捗状

況や、目標達成度の評価を行っています。前計画で掲げた目標・指標は、可能な限

り定量化し、達成度を分野ごとに数値として評価することにより、計画の進捗状況

をわかりやすく伝えるための工夫を行っています。しかしながら、そこで目標達成

度が低かった分野や施策について、“結果をフィードバックし、施策・事業を見直す”

仕組みがうまく機能していなかったため、効果的な進行管理ができていない状況に

あります。 

進行管理と改善プロセスの連携 改善の方向性 
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【第二次町田市環境マスタープランの構成について】 

前計画の中に「環境基本計画」「環境行動指針」が別々に存在し、またアクション

プランとして「中期実施計画」「環境重点配慮指針」といった冊子が存在するなど、

計画全体の構成がわかりにくいという課題があります。特に、「環境行動指針」につ

いては、「環境基本計画」と同じ冊子の中に示されていますが、施策との関連性や、

市民・事業者・行政の相互の役割分担の明確化・共有化といった点で課題が生じて

おり、計画そのもののわかりにくさが、市民･事業者・行政の連携や取り組みの実効

性の低下につながっている可能性が考えられます。 

誰もがわかりやすく取り組みやすい計画づくり 改善の方向性 

 

【協働の仕組みについて】 

環境施策を進めていくためには、市民や事業者といった多様な主体の参加、協力

が不可欠です。前計画では、環境パートナーシップの構築に向けて、「環境保全地域

推進協議会の設立」などの体制整備を目標・施策として掲げてきました。しかしな

がら、こうした市民・事業者・行政が連携する場や体制の整備は進んでおらず、結

果として、市民・事業者・行政の協働の取り組みにおいては大きな進展はみられて

いません。環境に関心を持ってもらう段階から参加・行動につながるネットワーク

づくり、協働の仕組みづくりが必要になります。 

協働の仕組みづくり 改善の方向性 

【社会情勢の変化について】 

(2)であげたような環境にまつわる法整備に加えて、近年は排出権取引制度など、

社会経済の仕組みそのものが大きく変わるような制度が登場しています。アクショ

ンプランも含め、「第二次町田市環境マスタープラン」では、こうした急速に変わり

つつある、環境をとりまく社会経済情勢に対応する必要が生じています。 

社会情勢への対応 改善の方向性 

 

 

以上のような前計画策定後の課題をふまえて改善し、有効な進行管理や改善のしく

みを備えた実効性のある、わかりやすく使いやすい計画をつくり、市民・事業者・行

政の三者で力を合わせて取り組んでいくこととしました。 
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 ２.  町田市の環境の現状と課題 

（1）町田市の概況 

■位置・地勢■ 

町田市は東京都心から 30～40km に位置し、東西 22.3 km、南北 13.2 km で、面積は

71.64 km2の都市です。東京都八王子市、多摩市、神奈川県相模原市、大和市、横浜市、

川崎市と接しています。 

 

草戸山 

三輪地域 

草戸山 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 位置図 

市域は、東京都の南端、多摩丘陵の西部から中央部を占める位置に立地しており、

西北端に位置する草戸山の海抜 364m から三輪地域の海抜 27m まで、西高東低の起伏に

富んだ複雑な地形となっています。丘陵と台地の地質をみると、5m～15m の深さまで

関東ローム層に覆われています。 

 

■沿革■ 

町田市域には、先土器時代から人々が暮らしており、多くの遺跡が残っています。

中世から近世までは、鎌倉街道や神奈川道（現町田街道）に沿って集落が形成され、

宿場町として栄えていました。江戸時代には、養蚕や炭焼が盛んに行われ、売買され

ていました。 

明治期以降には、八王子から原町田を経由して横浜に向かう街道（絹の道）が、重

要な物流ルートとなり、町田（原町田）もその中継地の商都として発展しました。ま

た、明治期の初期には、野津田村、小川村等を中心に自由民権運動が活発に行われて

います。 

1958 年、町田町、鶴川村、忠生村、堺村が合併し、現在の町田市となりました。1960

年代から 1970 年代にかけて住宅地の開発が急速に進み、新たな首都圏近郊の住宅都市

としての発展を遂げています。 
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■気象■ 

町田市は、関東平野南部の気候型に属し、関東山地から丘陵地、台地、低地へと段

階的に標高が変化する地形であるため、わずかな地域の差によって気温差が大きくな

ります。 

町田市の気象としては、町田市と同じ多摩地域内にある東京管区気象台八王子気象

観測所での観測結果をみると、年間平均気温は 14.4℃、年間降水量は 1,602mm（いず

れも 1981 年から 2010 年の平年値）となっています。気温の推移をみると、平均気温

は緩やかな上昇傾向にあります。 
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   図 2 町田市の平均気温の変化 

出典：八王子気象観測所の観測データより作成 
 

■地形と土地利用■ 

町田市は、東京都の南端にあり、ほぼ全域が三浦丘陵へと続く多摩丘陵に位置して

います。また、市内より流れ出ている境川、鶴見川は、それぞれ相模湾、東京湾へと

注ぐ、広域的な河川軸を形成しています。 

町田市の土地利用をみると、北部の丘陵地域では樹林地と農地で構成された里山的

景観が広がり、南部は平坦部の原町田周辺を中心として都市機能が集積した市街地と

なっています。土地利用の変化をみると、北部の丘陵地域は宅地化が進むものの、現

在も比較的樹林地・農地が残されていますが、市域全体をみると樹林地・農地が大き

く減少し、宅地が増加しています。 
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■人口■ 

町田市の人口は、2010 年 10 月 1 日時点において 42 万 4,669 人であり、10 年前と比

較し、1.1 倍に増加しています。また、世帯数は 183,726 世帯であり、世帯当たりの

人口は減少傾向にあります。町田市将来人口推計では、人口は 2022 年まで緩やかに増

加を続け、その後は横ばいで推移するものと見込まれています。 

なお、本計画の目標年次である 2021 年の町田市の人口は 43 万 1,107 人と推計され

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■産業■ 

町田市の産業構造を市内の事業所数でみると、2009 年度の調査では、第 3次産業が

最も多く 84.8％であり、第 2 次産業は 14.9％、第 1 次産業は 0.3％となっています。

2001 年度と 2009 年度を比べると、第 2 次産業が減り、第１次産業と第 3 次産業が増

えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4 町田市内の事業所数 

出典：「事業所・企業統計調査」より作成 
※日本標準産業分類が 2001 年度と 2009 年度の間に変更になりました。 

図 3 人口の推移と将来推計 

出典：「町田市将来人口推計」より作成 
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■社会基盤■ 

町田市は、1960 年代から 1970 年代に大規模な住宅地の開発が進み、首都圏近郊の

住宅都市として発展してきました。一方、町田駅周辺は多摩地域及びその周辺地域の

中で商業拠点として認識されています。 

市内には、JR 横浜線、小田急小田原線、東急田園都市線及び京王相模原線の鉄道が

通っていますが、これらの駅が市域の外縁部にあること、丘陵地で坂が多いこと、多

摩方面への交通網の整備が不十分であること等の理由から、市民の路線バス、自動車、

バイク等への依存度が高くなっています。こうした移動手段の基盤となる町田市内の

主要幹線道路は、交通が集中すること、多くが幅の狭い 2 車線道路であることにより、

平日・休日ともに混雑している状況です。 

下水道の整備状況をみると、人口普及率＊は 95.7％（2011 年度現在）となっていま

す。現在は、下水道処理場から遠い相原地区の市街化区域の下水道の整備を進めてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 町田市の幹線交通網 

出典：「町田市交通マスタープラン」 

 

 

 

 

 

 

 

*人口普及率: 行政区域内人口に占める、下水道処理区域内の人口の割合。 
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（2）町田市の環境の現状と課題 

 町田市が取り組んできた環境問題について、現状と課題は以下のとおりです。 

■町田市の温暖化～二酸化炭素排出量からみる現状と課題～■ 

町田市における 2000 年度（前計画の基準年度）からの二酸化炭素排出量（電気、都

市ガス、自動車の利用及び一般廃棄物の焼却に伴うもの）の推移をみると、毎年の変

動はあるものの、2000 年度と比較すると増加している状況となっています。 

市民一人あたりの二酸化炭素排出量を見ると、多少数値が上下しているもののほぼ

横ばいであり、2000 年度と 2009 年度を比較するとほとんど変化はありません。2009

年度の二酸化炭素排出量を排出源別にみると、自動車利用に伴うものは、44％、電力

使用によるものは 35％を占めています。このことから、町田市の有効な地球温暖化対

策として、自動車に依存しがちなライフスタイル・ビジネススタイルの転換や公共交

通の利用促進、家庭・オフィス等での電力使用量の削減などについて検討を行うこと

が必要です。 
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 図 6 市域の二酸化炭素排出量、市民一人あたりの二酸化炭素排出量の推移 

出典：「町田市環境白書」より作成  

町田市の取り組み事例 

町田市では、電力使用にともなう二酸化炭素

排出量の削減をめざし、市で独自に戸建て住宅

への太陽光発電システム導入に対する補助制

度を実施するとともに、公共施設への導入も進

めています。2011年4月現在、市内小学校7校、

中学校 2 校に設置しています。今後 2012 年度

には、新設の市役所本庁舎、鶴川緑の交流館、

小山中学校に設置する予定です。 太陽光発電システム 

図師小学校に設置した 
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■町田市の自然環境～みどり率からみる現状と課題～■ 

町田市は、鶴見川、境川、恩田川の源流域を有し、豊かな自然環境に恵まれていま

すが、みどり率＊は 1977 年の 63.8％から、2007 年には 43.1％となっており、緑が減

少しています。特に、農耕地と樹林地の減少は顕著となっています。 

町田市の北部丘陵に見られる里山景観の残る地域では、農業活動の衰退による荒廃

が進んでいますが、市民団体と市の協働による保全活動、来訪者への啓発活動など、

里山を保全する取り組みが実施されています。 

都市の緑の要素である公園、街路樹についても、市では整備を進めています。これ

らの緑は、生物の生育・生息環境をつなぐエコロジカルネットワーク＊の形成にも役

立っていると考えられ、生物多様性の観点からも重要です。また、外来植物による在

来植物の侵食や、外来動物による農作物への被害が問題となっており、対応が求めら

れています。 
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図 7 町田市のみどり率の推移 

 出典：「町田市環境白書」より作成 

 

              町田市の取り組み事例 

小野路町奈良ばい谷戸では市民による里山保全活動

が行われ、上小山田町鶴見川源流域は、環境学習の場

として活用されています。 

 

 

 
*みどり率: ある地域における、樹林地、草地、農地、宅地内の緑（屋上緑化を含む）、公園、街路樹や

河川、水路、湖沼などの面積が、その地域全体に占める割合。 

*エコロジカルネットワーク: 人と自然の共生を確保するために、原生的な自然地域等の重要地域を核

として、生態的なまとまりを考慮した上で、有機的につないだ生態系のネットワークのこと。エコロジ

カルネットワークの形成により、野生生物の生育・生息空間の確保、人と自然とのふれあいの場の提供、

地球温暖化防止等の多面的な機能が発揮されることが期待されている。 
*谷戸: 台地や丘陵地が湧水などの浸食によって複雑に刻み込まれた地形。谷戸の環境では、多様な生

物が生育・生息している。 

 
上小山田町鶴見川源流域 

における環境学習の風景 
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■町田市の廃棄物～ごみ量と資源化率からみる現状と課題～■ 

家庭系及び事業系のごみ総排出量（集団回収を含む）は、2003 年度、2005 年度に約

157,000t と最も多くなりましたが、2005 年 10 月から家庭ごみの有料化を実施したこ

ともあり、2006 年以降減少傾向にあります。一人一日当たりのごみ量を見ると、2000

年度は 1,096g/人・日でしたが、2009 年度には 852g/人・日まで減少しています。 

しかし、「町田市一般廃棄物資源化基本計画」（2011 年 4 月策定）では、新たな施策

を講じない場合、ごみ量は 2020 年度には約 134,000t となり、環境負荷を高めるばか

りでなく、処理費用及び現清掃工場施設の負担増となることが懸念されています。そ

のため、ごみ量を更に削減することが求められています。 

一方、資源化率は 2005 年度から向上したものの、2007 年度以降は約 27％に留まり、

70％以上のごみは資源化されていない状況です。 

なお、この資源化率＊に含まれないものに、清掃工場で焼却により発生した灰があり

ますが、これについては、2003 年 4 月以降、東京たま広域資源循環組合においてエコ

セメント＊としてリサイクルしています。 
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 図 8 家庭系及び事業系ごみ総排出量、資源化率、一人一日当たりのごみ量の推移 

 出典：「町田市一般廃棄物資源化基本計画」より作成 

 

町田市の取り組み事例 

市は、2009 年から、さくらまつりの出店者にリユース

食器、リサイクル容器の使用を義務づけており、ごみの

減量化及び市民意識の向上を図っています。 

 

 

 

さくらまつりの分別ステーション 

*エコセメント: ごみ焼却灰や下水汚泥等を原料として生産されたセメントのこと。1,300℃前後の高温

で焼成するため、廃棄物に含まれるダイオキシン類など有機化合物は分解される。これまで最終処分場

に廃棄されていた廃棄物をリサイクルできるため、逼迫する最終処分場問題を解決する処理方法として

注目されている。 

*資源化率: 一般廃棄物の総排出量に対する、回収された資源の量の割合をいう。町田市ではエコセメ

ント化した灰の量は含めていない。 
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■町田市の生活環境～大気や水などの指標からみる現状と課題～■ 

大気質については、2009 年度の調査では、二酸化硫黄＊、二酸化窒素＊、浮遊粒子状

物質＊については、環境基準を達成しており、経年的に改善傾向にあります。一方で、

光化学オキシダント＊については、環境基準を達成できていない状況にあります。 
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 図 10 二酸化窒素の 98％値＊の経年変化 図 9 二酸化硫黄の 2％除外値＊の経年変化 
出典：大気汚染常時測定局測定結果報告  出典：大気汚染常時測定局測定結果報告 
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 図 11 浮遊粒子状物質の 2％除外値の経年変化 図 12 光化学オキシダントの昼間の 1時間値

の最高値の経年変化  出典：大気汚染常時測定局測定結果報告 

出典：大気汚染常時測定局測定結果報告  

 

 

 

*二酸化硫黄（SO2）:工場や火力発電所で石炭や重油が燃焼する際に発生するガス。呼吸器への悪影響

があるほか、酸性雨の原因物質である。 

*二酸化窒素（NO2）: 物が燃えると発生するガスである窒素酸化物（NOx）の 1 つ。燃焼により発生す

る一酸化窒素は大気中で酸化されて二酸化窒素となる。二酸化窒素は、呼吸器に悪影響を与える。 

 

 

 

 

 

*浮遊粒子状物質（SPM）: 浮遊粉じんのうち、１０μｍ以下の粒子状物質。ボイラーや自動車の排出ガ

ス等から発生するもので、大気中に長時間滞留し、高濃度では、肺や気管などに沈着し、呼吸器に悪影

響を与えるおそれがある。 

*光化学オキシダント: 大気中の窒素酸化物や炭化水素が太陽の紫外線を受けて化学反応を起こし発生

する汚染物質。光化学スモッグの原因となり、高濃度では、粘膜を刺激し、呼吸器に悪影響を与えるお

それがあるほか、農作物など植物への影響も観察されている。

*2％除外値：1年間の測定を通じて得られた 1日平均値のうち、値の高い方から数えて 2％の範囲にあ

る測定値を除外した後の最高値です。 
 

 *98％値：1年間の測定を通じて得られた 1日平均値のうち、値の低い方から数えて 98％目に該当する

値です。 
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また、自動車の騒音、振動が環境への負荷を与えていることが考えられることから、

市では、騒音の測定を、市内の主要幹線道路 3 地点において年 1回実施していますが、

環境基準を達成していない状況が続いています。騒音・振動の軽減対策としては、車

の使用回数の低減、アイドリングストップ＊、低公害車＊の導入等が必要ですが、これ

らは温室効果ガスを減らす取り組みにもつながります。 

水質については、下水道の整備により改善傾向となっており、河川の有機汚濁の代

表的な指標である BOD(生物化学的酸素要求量)＊は減少し、鶴見川・境川・恩田川の町

田市内最下流部で環境基準＊を達成しています。 

町田市では、景観計画に基づく景観づくりを行っていますが、美化、景観といった観

点からみると、市内には、ごみの不法投棄、屋外広告、電柱等がまち並みを損ねてい

る場所があり、今後も改善への取り組みが必要です。 
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図 13 主要河川の BOD の推移 出典：「町田市環境白書」より作成 

 

                町田市の取り組み事例 

町田市では、市が管理する道路用地等の公共財産

を、市民・市民団体・事業者の協力により、良い空

間にするための制度として「アダプト・ア・ロード

事業＊」を実施しています（2011 年 4 月 1 日現在

31 団体と管理協定を締結）。この事業では、花壇の

育成や道路の清掃活動、道路利用マナー向上の啓発

活動に取り組んでいます。 

 

道路の清掃活動の様子 

*アイドリングストップ: 自動車の停車時にエンジンを停止させること。不必要なアイドリングをやめ

ることで、自動車の燃料の節約、排気ガスの削減ができる。 
*低公害車: 従来のガソリン車やディーゼル車と比べ、排出ガス中の汚染物質の量や騒音が大幅に少な

い、ソーラーカー、電気自動車、メタノール自動車、天然ガス自動車、ハイブリッド自動車などのこと。

大気汚染だけでなく、地球温暖化防止の観点からも普及が期待されている。

*環境基準: 健康保護と生活環境の保全の上で維持されることが望ましい基準として、物質の濃度や音

の大きさというような数値で定められるもの。公害対策を進めていく上での行政上の目標として定めら

れるもので、ここまでは汚染してもよいとか、これを超えると直ちに被害が生じるといった意味で定め

られるものではない。 

*BOD(生物化学的酸素要求量): 水中の有機物が微生物のはたらきによって分解されるときに消費され

る酸素の量で、河川の有機汚濁を測る代表的な指標の 1 つ。河川の利用目的に応じた環境基準値と、事

業所等からの排水に適用される排水基準値が定められている。数値が大きいほど、有機物の量が多く、

汚れが大きいことを示す。 
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*アダプト・ア・ロード事業: 町田市が管理する道路用地などの公共財産を市民団体の手でより良い空

間にしようとする制度。市民団体の自主的な活動で道路環境改善に向けた花壇の育成や道路の清掃活

動、道路利用マナー向上の啓発活動などに取り組んでいる。 



■町田市の環境学習～取り組み事例からみる現状と課題～■ 

町田市では、まちだ市民大学 HATS＊の環境講座、町田エコフェスタ等の環境イベントの

開催などにより、市民・事業者の環境意識を高める取り組みを進めています。 

市内の小中学校では、緑のカーテン＊やビオトープをつくるなどの取り組みを行ってい

ます。そのほか、2010 年には市内の市立小学校の約半数となる 22 校が出前講座＊を利用す

るなど環境学習の充実を図っていますが、今後も引き続きさまざまな形で環境学習を進め

ていくことが求められています。 

市民・事業者による環境に関する活動も市内で活発に行われています。特に、北部丘陵

や鶴見川流域での自然環境に関する活動が多くみられます。一方で、活動への新たな参加

者が少なく、活動を継続していくために、地域の人材の発掘、人材の育成、大学等の学校

との連携などの対応が求められています。また、環境学習や環境保全活動に参加しやすく

するよう、市民・事業者を支援する仕組みも必要です。 

 

 

出前講座を
利用した

小学校, 22校

出前講座を
利用していない
小学校, 20校

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 小学校での出前講座の利用状況（2010 年度） 

出典：庁内資料 

 

町田市の取り組み事例 

町田市では、市民大学や消費生活センターで環境

講座を行っており、講座終了後ボランティアに取り

組む人も多くいます。また、小学生のごみ処理場の

社会科見学や、ごみ減量をテーマにした出前講座を

行っています。 

 

 

 

 

 

 

*まちだ市民大学 HATS: 地域を育てるための学習機会の提供、学習活動の支援を目的として、1993 年

に開講した市民大学。名称にある「ＨＡＴＳ」は、Humanity（人間性）、Art＆Literature（芸術・文

芸）、Technology＆Science（技術・科学）、Sports＆Health（スポーツ・健康）という市民大学の学習

領域を示している。 
*緑のカーテン: つる性の植物を窓の外にカーテンのようにはわせることで、日差しをやわらげ、室温

の上昇を抑える取り組み。省エネルギー効果、二酸化炭素吸収効果、ヒートアイランドの緩和効果等が

期待される。 
*出前講座: 町田市が学校や地域に対して開催している学習講座。町田市の職員や NPO 法人等が講師

となる。現在は、「資源とごみ」をテーマにした講座があり、普段目にすることのないごみ処理場や処

理方法、処理後のこと等について細かく学ぶことができる。 
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第 1 章 計画の基本的事項 

 

 １.  計画の目的 

 

「第二次町田市環境マスタープラン」は、町田市環境基本条例の基本理念を実現す

るための施策を総合的かつ計画的に推進するための計画です。 

 
 
 
 
 

２.  計画の位置づけ 

 

1993 年に制定された環境基本法では、地方公共団体の責務として、環境の保全に関

し「その区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する」

と定められています。 

町田市は、良好な環境を保全・回復及び創造するとともに、環境への負荷の少ない

持続的発展が可能な循環型社会＊の実現を目指して、2000 年に町田市環境基本条例を

制定しました。 

町田市環境基本条例では、市の責務として、環境施策を総合的かつ計画的に推進す

るための環境基本計画を策定すること（第 9 条）、環境への負荷の低減に寄与する行動

を取るための規範となる環境行動指針を策定すること（第 11 条）を規定しています。 

町田市では、町田市基本計画「（仮称）まちだ未来づくりプラン」をはじめとして、

環境に関連する様々な条例や計画があり、これらとの整合を図りながら、「第二次町田

市環境マスタープラン」を推進する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境基本法 

環境基本計画 
（国） 

環境基本計画 
（東京都） 

町田市環境基本条例

「第二次町田市環境マスタープラン」

「アクションプラン」 

（町田市環境マスタープラン推進計画）

（環境基本計画・条例 9 条）

都市計画マスタープラン

緑の基本計画 

住宅マスタープラン 

下水道ビジョン 

対応 
整合

対応 

町田市北部丘陵 

（環境行動指針・条例 11 条）

町田市基本計画 

その他関連計画 

活性化計画 

図 15 「第二次町田市環境マスタープラン」の位置づけ 

*循環型社会: すべての活動において、資源及びエネルギーの一層の循環、効率化並びに廃棄物の発生

抑制、適正な処理等を図るなど、経済社会システムにおける物質の循環を確保することにより、最終的

な排出物を低減し、自然環境の物質循環に戻すことができる社会のこと（町田市環境基本条例第２条）。
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３.  計画の対象とする範囲 

 

「第二次町田市環境マスタープラン」は、3 つの環境領域（「地球環境」、「自然環境・

歴史的文化的環境＊」、「都市環境」）と、環境施策への様々な主体の参画を促進するた

めに必要となる「環境学習と協働」を対象範囲とします。 

 

■地球環境■ 

地球温暖化問題は、地球全体の問題ですが、ひとりひとりのレベルから環境負荷を

低減することが必要です。また、温対法において、自治体としての対応（温室効果ガ

スの削減）が求められています。そのため、地域レベルで取り組むことのできる、エ

ネルギー対策等に関することを計画の対象範囲とします。 

 

■自然環境・歴史的文化的環境■ 

谷戸、樹林地、水辺、湧水、農地等の自然環境に関することを本計画の対象範囲と

します。また、里山の文化等、地域の自然環境を構成する要因となる歴史的文化的環

境についても計画の対象範囲とします。 

 

■都市環境■ 

都市生活における環境に関することを計画の対象範囲とします。特に、市民生活や

事業活動に伴い発生する廃棄物（減量、リサイクル）、生活環境（大気、水質、騒音・

振動など）、景観に関することを対象範囲とします。 

 

■環境学習と協働■ 

環境学習による環境意識の向上、市民・事業者・行政の協働による取り組みに関す

ることを計画の対象範囲とします。 

 

 

 

 

 

*歴史的文化的環境: 「歴史的文化的遺産を含む環境のうち、地域の自然環境を構成する要因となって

いるもの（町田市環境基本条例第 2 条（2）より）」を指す。 
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４.  計画の対象とする期間 

 

施策の確実な推進及び進行管理のために、「第二次町田市環境マスタープラン」の計

画期間を、2012 年度から 2021 年度の 10 年間とします。 

また、具体的な取り組みを記述した「アクションプラン～第二次町田市環境マスタ

ープラン推進計画～」は、環境や社会状況の変化に合わせて見直しを行うため、また、

施策の実施状況を確認するために、計画期間を 2012 年度から 2016 年度の 5 年間とし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2012
年度

2016
年度

2021
年度

町田市環境
アクションプラ

（１０年） 

図 16 計画の対象とする期間 

 

町田市環境
マスタープランマスタープラン 

第二次町田市環境 
策定 改定（10年）

アクションプラン 

 
改定策定 改定

（5年）（5年）
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５.  計画の構成 

 

「第二次町田市環境マスタープラン」とその推進計画である「アクションプラン～

第二次町田市環境マスタープラン推進計画～」を策定します。 

「第二次町田市環境マスタープラン」では、環境への負荷を低減するための目標や

施策を示します。 

「アクションプラン～第二次町田市環境マスタープラン推進計画～」は、計画の目

標達成のための、施策を具体化した実行計画となります。あわせて、市民と事業者の

環境行動指針を記載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二次町田市環境マスタープラン

アクションプラン
～第二次町田市環境マスタープラン推進計画～望ましい環境像

達成目標・施策

●施策に対応し
 　た取り組み

●環境行動指針
　(市民・事業者）

施策の具体化

環境の保全・回復・創造に向けた基本理念

推進体制

進行管理

重点事業
重点プロジェクト

達成目標・施策

達成目標・施策

達成目標・施策

達成目標・施策

基本目標１

基本目標２

基本目標３

基本目標４

基本目標５

 

図 17 「第二次町田市環境マスタープラン」および「アクションプラン」の構成 
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第 2 章 町田市の目指す環境の将来の姿 

 

 

 

１.  環境の保全・回復・創造に向けた基本理念 

 

町田市では、環境の保全・回復・創造に向け、町田市環境基本条例において、下記

のように基本理念を定めています。「第二次町田市環境マスタープラン」においても、

この基本理念に基づいて、施策を策定・推進していきます。 

町田市環境基本条例の基本理念の抜粋 

①環境の保全、回復及び創造は、良好な環境及び環境権の確保を図るとともに、この

ことが将来にわたって継続されるよう適切に行われなければならない。 

②環境の保全、回復及び創造は、すべての者が公平な役割分担の下に自主的かつ積極

的に環境への負荷を低減するよう行動することにより、循環型社会を基調とした環

境への負荷の少ない持続的発展が可能なまちを構築することを目的として推進され

なければならない。 

③自然環境及び歴史的文化的環境の保全及び回復は、生物多様性(生物種、遺伝子及び

生物生息環境の多様性を含む。以下同じ。)が適切に保全及び回復されるよう行われ

なければならない。 

④地球環境の保全は、地域の環境が地球全体の環境と密接に関わっていることから、

すべての者がこれを自らの問題として認識し、そのすべての活動において国際的な

認識及び協力の下に積極的に推進されなければならない。 

 

 

 

 

 

２.  環境像を掲げるにあたっての着眼点 

■町田ならではの環境を大切にした環境都市へ 

起伏に富んだ多摩丘陵の豊かな自然や、市街地化の進展などの町田市の環境特性を

活かした取り組みを行い、良好な環境を担う次世代の子ども達に引き継いでいくこと

が必要です。 

 

■すべての人が共感できる将来の姿へ 

市街地に住んでいる市民も、里山近くに住んでいる市民も、同じ町田市民として共

感できる将来の姿を設定し、地域の環境を守っていく気持ちを持つことが必要です。 

 

■人づくり・協働でつくりあげる町田の環境 

市民・事業者・行政が協力して地域の環境を守っていくために行動し、それを継続

するための人を育てていくことが必要です。 
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３.  望ましい環境像 

市民・事業者・行政が連携・協力して、町田市の豊かな自然環境の保全、再生を推

進するために「望ましい環境像」を設定します。 

 

 

 

 

 

水とみどりとにぎわいの調和した環境都市 まちだ 

 

町田市は多摩丘陵に位置し、古くから人々の暮らしを支えてきた水の湧く谷戸や里

山など、町田市ならではの自然環境が残されています。緑豊かな丘陵地を源流部とす

る鶴見川、境川等の河川は、農地を潤し、市民の憩いの空間を創出しています。一方、

町田市は古くから宿場町として、また、当時の商業の発展には欠かせない重要な街道

を有し、絹の道の中継地として繁栄しました。近年は首都圏近郊の住宅都市、商業都

市、学園都市として発展するなど、活気に満ちたにぎわいのまちでもあります。 

このような、水辺や緑の豊かさと人々が行きかうまちのにぎわいは、どちらもまち

を構成する大事な要素であり、それらを併せもつことが町田市の特徴と言え、環境に

配慮しつつ両者が調和したまちを創っていくことが求められます。 

町田市では、望ましい環境像を、“水とみどりに象徴される自然とまちのにぎわいが

調和し、環境に配慮したまち”ととらえました。にぎわいには、商都町田や人の営み

に加え、動植物の豊かさのイメージも持たせています。市民の環境に対する意識を高

め、市民・事業者・行政が手を携えて行動していくことで、未来の町田市に引き継い

でいく、「水とみどりとにぎわいの調和した環境都市 まちだ」を望ましい環境像とし

ます。 
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４.  基本目標 

 望ましい環境像を実現するために、計画の対象とする範囲（p.17）を踏まえ、市民・

事業者・行政が積極的に連携・協力して、町田市の環境施策を未来に向けて着実に進

めるために基本目標を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の対象とする範囲 

 自然環境 

・歴史的文化的環境 

 

 

都市環境 

環境学習と協働 

１. 地域で取り組む地球温暖化の防止
～低炭素社会を目指すまちづくり～

３. 持続可能な循環型社会の構築 
～ごみを減らし資源を有効活用するまちづくり～

４. 良好な生活環境の創造 
～安全で快適な暮らしを実現するまちづくり～

５. 環境に配慮した生活スタイルの定着 

～学び・協働ですすめるまちづくり～

基 本 目 標 

 
地球環境 

２. 自然環境と歴史的文化的環境の 

保全
～水とみどりと生き物を守り育むまちづくり～ 

図 19 計画の対象とする範囲と基本目標の関係 

地 球 環 境

図 18 計画の対象とする範囲

 

・地球温暖化 

・エネルギー 等 

都 市 環 境 

・廃棄物 

・大気、水質、騒音・振動 

 その他の生活環境 

・景観 

自然環境・ 

歴史的文化的環境 

・緑 ・水辺 ・生態系 

・歴史的文化的遺産 等 

環境学習と協働

・環境情報の発信 

・協働（市民・事業者・行政）

・環境学習 
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（1）地域で取り組む地球温暖化の防止 

～低炭素社会を目指すまちづくり～ 
現在、世界的な平均気温の上昇のほか、雪氷の広範囲の融解、異常気象の頻発、

生物の分布の変化など、地球温暖化が要因ではないかと考えられる問題が顕在化し

つつあります。地球温暖化は地球全体の問題ではありますが、その解決のためには、

各国・地域の市民ひとりひとりが意識して環境に配慮し、低炭素社会＊をつくって

いくことが求められます。町田市でも市の特性に応じた、市民・事業者・行政それ

ぞれの立場での地球温暖化対策を行っていく必要があります。 

 

（2）自然環境と歴史的文化的環境の保全 

～水とみどりと生き物を守り育むまちづくり～ 
町田市は、都内でも自然が多く残っている地域です。多摩丘陵の緑や農業環境、

市内を流れる河川や湧水等の水環境は、町田市の財産として保全し、よりよい状態

で将来に引き継いでいかなければなりません。自然環境を保全することは、生き物

の生育・生息環境を守り、生物多様性を保全することにつながります。また、地域

の自然環境を構成する要素として位置づけられる、歴史的文化的環境も保全し後世

に継承していきます。なお、自然環境の保全とは、維持し、守るだけでなく、回復・

創造・活用といった意味を含みます。 

 

（3）持続可能な循環型社会の構築 

～ごみを減らし資源を有効活用するまちづくり～ 
廃棄物に関する施策は、10 年前に比べて大きく進展し、成果をあげています。し

かし、廃棄物の発生抑制＊や、生ごみやプラスチックの資源化への取り組みなど、

更に削減し環境負荷を減らすことは可能です。人が生活することで発生する廃棄物

ですが、可能な限り削減し、再利用しつくすことが持続可能な循環型社会の構築に

つながります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

*低炭素社会: 温室効果ガスの排出を抑えながら、快適で、豊かな社会のこと。エコな生活スタイルの

選択、省エネ製品の選択、自然を利用したエネルギーの選択などにより実現を目指す。 
*発生抑制: リデュース（Reduce）とも呼ばれ、原材料の効率的な利用、製品の長期間使用などにより、

廃棄の段階だけでなく製造、消費、使用等の各段階で廃棄物等となることをできるだけ抑制すること。
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（4）良好な生活環境の創造 

～安全で快適な暮らしを実現するまちづくり～ 
大気、水、土壌の汚染、騒音・振動などの生活環境に関わる問題は、市民の健康

に直接影響するため、町田市としても様々な対策を実施しています。対策をとって

もなお充分に対処できない問題に対しては、町田市がとり得る対応策を追求してい

く必要があります。また、まち並みや地域の美化により景観の向上を図り、アメニ

ティ（快適環境）＊に配慮したまちづくりを行っていくことが求められています。 

 

（5）環境に配慮した生活スタイルの定着 

～学び・協働ですすめるまちづくり～ 
環境問題は一挙に解決するようなものではなく、市民ひとりひとりが、生活のいろ

いろな場面で、環境に配慮することによる積み上げが大きく影響するものです。ひと

りひとりの意識と行動を変えるには、市民・事業者がさまざまな環境問題の現状や課

題をまずは知ることから始まります。そのため、だれもが気軽に参加できる環境学習

の場と行動できる場を多くつくることが必要です。市民・事業者・行政が協働して環

境問題に取り組み、環境に配慮した生活スタイルの定着を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*アメニティ（快適環境）: 心地よさをあらわすラテン語に由来する英語（amenity）。豊かな緑、さわ

やかな空気、静けさ、清らかな水辺、美しい町並み、歴史的な雰囲気など、身の回りのトータルな環境

の快適さを意味する。
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５.  施策・目標の体系 

「第二次町田市環境マスタープラン」は、基本目標を達成し望ましい環境像を実現

するために、5 つの基本目標を環境施策の大綱（大柱）として位置づけ、その下に施

策の基本テーマ（中柱）を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.地域で取り組む地球温暖化の防止～低炭素社会を目指すまちづくり～ 

[1]地球温暖化防止の意識の浸透を図り、取り組みを促します 

[2]持続可能なエネルギー利用への転換を図ります 

[3]地球温暖化防止に貢献するまちづくりを進めます 

[4]二酸化炭素の吸収源として、みどりの確保を推進します 

推進体制・進行管理 

水
と
み
ど
り
と
に
ぎ
わ
い
の
調
和
し
た
環
境
都
市 

ま
ち
だ 

環境像 

基本目標～環境施策の大綱（大柱） 

２.自然環境と歴史的文化的環境の保全 
～水とみどりと生き物を守り育むまちづくり～

[1]緑を守り、ふやし、育て、活かす取り組みを進めます 

[2]水辺の保全・活用と水循環の健全化を進めます 

[3]生物多様性の保全を進めます 

[4]谷戸の環境と市内農地・農業を守ります 

[5]歴史的文化的環境を守ります 

３.持続可能な循環型社会の構築～ごみを減らし資源を有効活用するまちづくり

[1]ごみの減量、資源化に対する意識の向上を図り、取り組みを促します

[2]ごみの発生抑制、再使用を進めます 

[3]ごみの資源化を進めます 

[4]ごみの適正な排出・処理を進めます 

４.良好な生活環境の創造～安全で快適な暮らしを実現するまちづくり～ 

[1]大気汚染の防止に努めます 

[2]良好な水質の確保に努めます 

[3]誰もが安心して快適に暮らせる環境の実現を図ります 

[4]美しいまち並みづくりを進めます 

５.環境に配慮した生活スタイルの定着～学び・協働ですすめるまちづくり～ 

[1]次世代を担う子どもの環境学習を進めます 

[2]市民・事業者の環境学習・保全活動を推進します 

[3]環境学習・保全活動の基盤づくりや協働の仕組みづくりを進めます 

：環境施策の大綱（大柱） 

：施策の基本テーマ（中柱） 

 
図 20 第二次町田市環境マスタープラン体系図  
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第 3 章 環境像を実現するための取り組み 
 

 

 

 
～低炭素社会を目指すまちづくり～

1.  地域で取り組む地球温暖化の防止 

 
達成目標 

 

 

 

 

 

 

○ マイカーの使用はできるだけ控え、徒歩または自転車、電車、バスを利用する市民

の割合（2011 年、37.1％）の 10 ポイント増を目指します。 
 

○ 再生可能エネルギー＊の市内エネルギー消費量に対する割合 0.3％（2010 年度、

0.05％）を目指します。 

○ 市民一人あたりの二酸化炭素排出量（2009年度、3.5ｔ-CO2）の10％削減を目指します。 

 施策展開の方向性  

地球温暖化が要因と考えられる異常気象が世界中で顕在化する中、町田市

においても、地球温暖化対策を推進し、低炭素社会の実現を図ることが求め

られています。国や東京都でも二酸化炭素排出量の大幅な削減を目標に掲げ、

様々な施策を展開しています。また、2011 年 3 月の東日本大震災により、地

球温暖化対策の大きな柱であるエネルギー政策が大きく転換しつつあり、市

民や事業者の間で、省エネの機運や再生可能エネルギーへの期待も高まって

います。 

こうした社会情勢の中、これまでの町田市の地球温暖化防止を促進する施

策を振り返ると、全体的に少なく、まだ充分なものとはいえません。温暖化

対策を町田市の地域全体で取り組むためには、二酸化炭素排出量削減などの

達成目標を掲げ、取り組みによる効果を実感することができる温室効果ガス

排出量の“見える化”や、取り組みを促進するための仕組みづくりを行って

いくことが必要です。 

こうしたことから、地球温暖化防止の意識の浸透を図るための取り組みを

進めるとともに、市民・事業者・行政それぞれの立場での省エネルギーの推

進、再生可能エネルギーの導入による、二酸化炭素排出量の削減を目指しま

す。また、まちづくりにおいては、地球温暖化防止に配慮し、自動車利用の

削減や二酸化炭素吸収源として、緑の確保を進めます。 

 

 

体系図 

 

 

 

 

 

 

施策の基本テーマ（中柱） 

１-[1] 地球温暖化防止の意識の浸透を図り、取り組みを促します 

１-[4] 二酸化炭素の吸収源として、みどりの確保を推進します 

１-[3] 地球温暖化防止に貢献するまちづくりを進めます 

１-[2] 持続可能なエネルギー利用への転換を図ります 地球温暖化の防止 

１.地域で取り組む 

基本目標（大柱） 

*再生可能エネルギー: 永続的に利用することができる太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バイオマ

ス等の化石燃料によらないエネルギー源の利用により生じるエネルギーの総称。 
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１-[1] 地球温暖化防止の意識の浸透を図り、取り組みを促します 
 

市民・事業者・行政が、エネルギーについて考え、日常生活や事業活動で

地球温暖化防止のための率先的な行動を実践することにより、町田市全体に

地球温暖化防止の意識が浸透することを目指します。そのために、多様な地

球温暖化対策を市民・事業者が自分たちの力で取り組むことができるように

分かりやすく情報発信するとともに、地域単位での取り組みや、多くの市民

の取り組みを促進するための仕組みづくりを進めます。 

 

 

施策① 地球温暖化対策の取り組みの情報を分かりやすく発信します 

国や都の地球温暖化対策の取り組みや助成制度等の情報を、市民・事業者

へ分かりやすく情報提供します。 

 

 

施策② 温室効果ガス排出量やエネルギー使用量の「見える化」を進めます 

市の施設から排出した温室効果ガス排出量の公表、家庭で使用したエネル

ギー使用量を「見える化」するためのツール提供を行います。また、地球温

暖化対策の具体的な取り組みによる二酸化炭素の削減効果を定量的に示す

ことで、その効果を具体的な数値で評価し、今後の取り組みに反映させます。 

 

 

施策③ 地域や市民の温暖化対策の取り組みを促進するための仕組みづくりを検討、

実施します 

地域や市民の温暖化対策の取り組みを促すための仕組みづくりを行いま

す。 
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１-[2] 持続可能なエネルギー利用への転換を図ります 

 

地球温暖化防止対策の大きな柱となるエネルギーについては、持続可能な

形で利用を進めることが重要です。市自らが公共施設の省エネや再生可能エ

ネルギーの導入を図るとともに、市民や事業者による日常生活や事業活動に

おける省エネの取り組みや、太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入を促

進します。 

 

 

施策① 公共施設における取り組みを進めます 

公共施設の新設・改修時において、省エネ機器の導入や、廃熱利用＊等の

エネルギー有効利用の推進により、省エネに取り組みます。また、太陽光発

電等の再生可能エネルギーの導入を進めます。 

 

 

施策② 家庭における取り組みを促進します 

市民の日常生活における省エネを促進するために、省エネ機器の導入支援、

情報提供を進めます。また、住宅への再生可能エネルギーの導入を促進する

ために、太陽光発電の設置補助等の支援を進めます。 

 

 

施策③ 事業活動における取り組みを促進します 

事業活動における省エネ、再生可能エネルギーの導入を促進するための方

策を検討し、取り組みの促進を図ります。 

 

*廃熱利用: 別の目的で利用した熱の残りや目的とするものを得る過程で発生する熱を廃熱といい、そ

れを利用すること。町田市では、ごみの焼却に伴う廃熱を利用し蒸気を発生させて、蒸気タービンで発
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１-[3] 地球温暖化防止に貢献するまちづくりを進めます 

 

地球温暖化防止に町田市民全体で取り組むことを目指して、温暖化防止の

キャンペーン等を行っていきます。町田市では、自動車の走行による温室効

果ガス排出量が、市域全体の排出量の多くを占めていることから、自動車利

用の削減、公共交通の利用促進、低公害車の普及促進に加えて、自転車利用

環境の整備を進めます。また、農産物の輸送時に発生する温室効果ガスを削

減するために、地産地消＊を進めます。 

 

 

施策① 町田市全体で取り組む、温暖化防止行動を進めます 

町田市全体での温室効果ガスの排出削減を進めるため、温暖化防止のキャ

ンペーン等を行っていきます。 

 

 

施策② 自動車利用を控え、公共交通利用を進めます【再掲（4－[1]－施策③）】 

自動車利用の削減、公共交通の利用促進のため、「町田市交通マスタープ

ラン」に基づいた取り組みを進めます。 

 

 

施策③ 低公害車の普及促進等を図ります【再掲（4－[1]－施策④）】 

自動車利用による温室効果ガスの排出削減のために、エコドライブ＊の推

進や低公害車の普及促進を進めます。 

 

 

施策④ 自転車利用環境の整備を進めます【再掲（4－[1]－施策⑤）】 

温室効果ガスを排出しない自転車の利用を進めるため、町田市内の道路の

現状を把握した上で、歩行者の安全に配慮した自転車利用環境の整備を進め

ます。 

 

 

施策⑤ 町田の農産物の地産地消を推進します【再掲（4－[1]－施策⑤）】 

地場産農産物の地産地消を進め、農産物の輸送中に発生する温室効果ガス

の排出を削減します。 

 

 
*地産地消: 地域で生産された資源をその地域で消費する取り組み。例えば、地域で生産された農林水

産物を、生産された地域内において消費すること。 
*エコドライブ: 燃費のよい自動車の運転を心がけること。加減速の少ない運転、早めのアクセルオフ、

アイドリングストップなどがある。 
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１-[4] 二酸化炭素の吸収源として、みどりの確保を推進します 

 

温室効果ガスの発生を抑制するだけではなく、樹木等が有している二酸化

炭素を吸収、固定（貯蔵）する機能を維持・増大するために、市内の緑地の

保全と身近な緑の増加を図ります。ヒートアイランド＊対策としての効果も

期待します。 

 

 

施策① 二酸化炭素吸収源を維持するため、緑地を保全します 

市内の樹林地の保全を進め、二酸化炭素吸収源の維持に努めます。 

 

 

施策② 二酸化炭素吸収量の増加を図るため、緑化を推進します 

周辺地域に自生する、あるいは、維持管理上や空間制約上問題とならない

などの条件を考慮した樹種を選定することにより、その地域に適した樹木を

増やし、二酸化炭素吸収量の増加を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*ヒートアイランド: 都市部において、郊外に比べ気温が高いことにより、等温線が島状になる現象。

都市の多くが人工的構造物に覆われて緑が少ないこと、人間の生活や産業の活動にともなう人工熱の放

出、大気汚染などが原因となる。 
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コラム 地球温暖化の影響 

■ 地球温暖化とは何でしょう 

大気に含まれる二酸化炭素や水蒸

気などの「温室効果ガス」は、地表面

から放射される熱を吸収し、地表面に

再放射しています。このはたらきによ

り、現在の地球は適度に暖められてい

ます。 

もし、温室効果ガスが存在しなけれ

ば、地表面から放射される熱は大気を

素通りして、すべて宇宙に逃げていっ

てしまいます。こうなると、地球は極

寒の天体となり、生き物にとっては過

酷な環境となってしまいます。 

 一方、温室効果ガスは増えすぎると

地球を暖かくする効果が強くなりす

ぎてしまいます。この現象を地球温暖

化と呼んでいます。 

産業革命以降、人間は石油や石炭などの化石燃料を大量に使用してきました。これ

が原因となって、大気中の二酸化炭素の濃度は急速に増加しています。 

 

■ 地球温暖化の影響が現れつつあります 

世界の平均気温は、1906 年～2005 年の過去 100 年間に約 0.7℃上昇しており、

過去 50 年間では、その上昇スピードが約２倍になっています。日本の平均気温は、

1898 年以降 100 年あたり約 1.1℃の割合で上昇しており、熱帯夜や猛暑日の日数

も増えています。 

地球温暖化が原因とは断定できませんが、そうではないかと考えられる様々な影響

が日本においても現れつつあります。例えば、高温による農作物への影響が全国で報

告されています。また、日本周辺の海水温の上昇により、南方系の魚類や貝類などの

種の増加・分布域の拡大も報告されています。その他に、降水量の年変動が大きくな

る傾向が確認されており、渇水や洪水などの水の諸問題も懸念されています。 

 

 

資料：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサ

イト（http://www.jccca.org/）より 
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２.  自然環境と歴史的文化的環境の保全 

～水とみどりと生き物を守り育むまちづくり～

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

○ 町田市内の安定的に確保された緑地の量（2010 年度、市域全体の概ね 28.9％）を、

2020 年度までに概ね 30.0％確保することを目指します※。【町田市緑の基本計画

2020】 

 
○ 市内エコファーマー*認定農業者数（2010 年度、74 人）の 5％増を目指します。 

○ 町田市内での水辺（河川・池・公園等の水辺）とのふれあいについて満足している市民の

割合（2011 年39.8％）の 10 ポイント増を目指します。 

※「町田市緑の基本計画」（2011 年 6 月作成）にあわせて、2020 年度末の市域全体の緑地の確保目標を示

しています。2021年度以降の目標については、「町田市緑の基本計画」の見直し時に整合を図ります。 

 

 施策展開の方向性 

町田市は、多摩丘陵の北端に位置し、市域北部の丘陵域は、鶴見川、境川、

恩田川の源流域や多くの湧水地を有する谷戸地形が広がっています。これら

の地域をはじめとして、市内では、緑や水環境を保全する活動が市民・事業

者・行政によって実施されていますが、市内のみどり率は減少傾向にあり、

昔と比較すると、子ども達が自然の中で遊ぶ姿は少なくなっています。 

そのため、町田市では、今ある緑を守るだけでなく、増やし、育て、活か

す取り組みを進めるとともに、水辺環境の保全や水循環*の健全化を図ります。

また、生物多様性の保全を進め、町田市の特徴である谷戸の環境、農地・農

業を守り、伝えていくための取り組みを進めます。あわせて、自然環境の中

に存在する史跡や古道などの歴史的文化的環境を保全します。 

 

 
体系図 

 

 

 

 

 

 
 

施策の基本テーマ（中柱） 

２-[1] 緑を守り、ふやし、育て、活かす取り組みを進めます 

２-[2] 水辺の保全・活用と水循環の健全化を進めます 

２-[3] 生物多様性の保全を進めます 

２-[4] 谷戸の環境と市内農地・農業を守ります 

２-[5] 歴史的文化的環境を守ります 

文化的環境の保全 

２.自然環境と歴史的 

基本目標（大柱） 

 *エコファーマー: 堆肥などを使った土づくりと化学肥料・農薬の低減を一体的に行う、持続性の高い

農業生産方式を導入した農業者のこと。 持続農業法に基づく制度で、認定を受けた計画に基づき、農

業改良資金や税制上の特例措置が受けられる。
*水循環: 大気・流域・地下・水域の４つの場における水の移動（循環）のこと。循環には、雨が降り、

地面を流れて川や海へ流れ込んだり、地下に染み込んだり、また水蒸気となって雲になるといった自然

の水循環、ダムによる貯留と放流、農業用水、生活用水、工業用水など各種用水の河川からの取水と排

水、地下水の利用、都市化などの土地利用の変化などの人工的な水循環がある。 
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２-[1] 緑を守り、ふやし、育て、活かす取り組みを進めます 

 

町田市の緑を保全し、次世代に引き継いでいくことを目指します。そのた

めに、町田市の緑の現状を把握し、緑地を保全するだけでなく、身近な緑を

増やしていくための緑化を進めます。また、緑地を適切に保全するための仕

組みを作るとともに、市民・事業者による緑地の保全活動を支援していきま

す。 

なお、市内の緑地は、環境学習等で積極的に活用を図ります。 

 

 

施策① 緑地の現状を把握し、公表します 

市内緑地の現状を把握するため、緑地・みどり率の調査を実施します。ま

た、市民団体等と連携した公園の緑地調査の実施を検討します。 

 

 

施策② 緑の保全を進めます 

緑を保全するため、公園緑地や市民の森・緑地保全の森の整備、公有地化、

民有緑地の保全、街路樹の維持管理に努めます。 

 

 

施策③ 身近な緑を増やします 

民間事業者による緑化の促進を進めるとともに、公共施設での緑化や緑の

カーテンの導入など率先行動に努めます。 

 

 

施策④ 市民協働による緑地の保全、維持管理を進めます 

緑地の継続的な保全及び活用のため、市民協働による緑地の保全・活用・

維持管理の仕組みづくりを進めます。また、市民団体や事業者による緑地の

活用や保全活動を支援します。 

 

 

施策⑤ 緑地を保全しながら活用し、ふれあいの場を確保します 

緑地を保全しながら活用するために、緑地での自然観察会の開催などのふ

れあいの機会を確保するとともに、その活動を広く市民に情報提供します。 
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２-[2] 水辺の保全・活用と水循環の健全化を進めます 

 

多様な生物が生育・生息できる水辺環境の保全、市民の憩いの場となる水

辺環境の確保を目指します。そのために、生物の生育・生息に適した環境に

配慮した水辺環境の整備を行うとともに、町田市の河川・水辺の魅力を発信

します。 

また、河川水量の確保、湧水の保全等の水循環の健全化を目指します。 

 

施策① 水辺環境を保全します 

水辺環境を保全するため、周辺環境および生物多様性への配慮、市民等と

の協働による維持管理を行います。 

 

施策② 湧水地の保全、地下水保全のために、水源涵養域＊の保全、雨水の浸

透を図ります 

湧水地の保全、地下水保全のために、樹林地等の保水機能の維持、公共施

設・事業所・宅地における雨水貯留や浸透施設の設置を推進します。また、

市内の湧水地を把握し、保全する仕組みの構築を検討します。 

 

施策③ 町田の水辺の魅力を発信します 

市民の水辺に対する関心を高めるため、水辺の魅力や親水＊施設等につい

ての情報発信を進めます。 

コラム 生物多様性とは 

■ 生物多様性とは何でしょう 

「生物多様性」とは、地域に固有の環境があり、それぞれに特有の生物が生育・生

息していること、また、それぞれが直接的・間接的に支えあって生きていることです。 

 

■ 生物多様性はいのちと暮らしを支えています 

生物多様性は、地球上の「いのち」と「暮らし」を支えており、私たちは、生物多

様性の様々な恵みを受けています。例えば、私たちは、多様な生物を食べものや木材、

医薬品として利用して生活しています。また、植物による酸素の放出と二酸化炭素の

吸収、蒸散を通じた気候の調節や水の循環のはたらきを通じて、生命が存在するため

に不可欠な基盤条件が整えられています。 

*水源涵養域: 田、畑、森林、水域など、地下水を染み込ませ蓄えておける場所。水源涵養域が減少す

ると、地下水の量が減るだけではなく、雨水が一気に河川に流れこむことによる水害の発生が懸念され

る。 
*親水: 水に触れたり、接したりして水に親しむこと。最近では、魚類や昆虫などとの共存を目指した

取り組みも親水活動の一環ととらえられるようになった。 
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２-[3] 生物多様性の保全を進めます 

 

多様な生物が生育・生息する環境を保全することを目指します。そのため

に、市民・事業者に対して、生物多様性保全の意義や大切さを伝えるととも

に、生物多様性保全のための情報を発信していきます。また、町田市の生物

の生育・生息地の現状を把握し、保全の取り組みを検討、実施します。 

 

 

施策① 生物多様性に関する情報を発信します 

生物多様性の意義や大切さの市民への浸透を図るため、生物多様性に関す

る町田市の方針を策定し、取り組み状況を発信するとともに、市民へ学習機

会を提供します。 

 

 

施策② 生物多様性の現状把握を行います 

市内の生物多様性の現状把握や、市内のエコロジカルネットワークの状況

の把握の方策を検討、実施します。 

 

 

施策③ 生物多様性保全の取り組みを検討、実施します 

市内の生物多様性の現状把握に基づき、生物多様性保全の取り組みを検討

し、実施していきます。また、生物の生育・生息環境の創出と市民の自然環

境に関する意識向上のため、市内のビオトープの整備、活用を図ります。 

 

 

施策④ 外来生物対策を進めます 

生態系や農業生産に被害を及ぼす外来生物の防除に努めます。また、外来

生物に関する情報の発信、適正な栽培・飼育の呼びかけを行います。 

 

*外来生物: 本来の生態系には生育・生息しないにもかかわらず、食用やペットなどの目的で人為的に

外国から持ち込まれた生物のこと。在来種を駆逐したり、在来種と交雑するなどして生態系を激変させ

る侵略的な外来生物も少なくない。 
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２-[4] 谷戸の環境と市内農地・農業を守ります 

 

町田市の特徴的な地形である谷戸の環境と、市内の農地・農業を保全し、

次世代に引き継いでいくことを目指します。そのために、市民、市民団体、

事業者、行政の協働により、谷戸の環境を保全し、活用する仕組みづくりを

進めていきます。また、谷戸の環境に多く存在し、地下水涵養や生物多様性

の保全といった多面的な機能を有している農地を守り、化学肥料や化学農薬

を低減するなど環境に配慮した農業の支援を行っていきます。 

 

 

施策① 谷戸環境を保全し、活用します 

谷戸環境を保全し、活用するために、市民、市民団体、事業者、行政の協

働で環境保全活動を行う仕組みを構築するとともに、谷戸環境で自然環境学

習会の開催や農業体験講座等を実施します。 

 

 

施策② 多面的機能を有する農地を保全するため、農業支援を進めます 

水源涵養機能＊、生物多様性保全機能等の多面的機能を有する農地を保全

するため、農業従事者への支援を行います。また、農業振興のため、農産物

を販売する機会の提供や、担い手不足の解消を図ります。 

 

 

施策③ エコファーマーの育成を進めます 

たい肥等を使った土づくりをし、化学肥料・化学農薬を低減した農業を行

うエコファーマーを育成することで、環境に配慮した農業を進めます。 

 

 

施策④ 市民が農業とふれあえる機会を提供します 

自然環境や農業への市民の関心を高めるため、市民農園の整備、学校での

農業体験を推進します。 

 

 

施策⑤ 町田の農産物の地産地消を進めます【再掲（1－[3]－施策⑤）】 

地産地消を進めるため、地場農産物の販売支援を行う団体の育成を図りま

す。また、学校給食での地場産農産物の利用を推進します。 

*水源涵養機能: 森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化して洪水を緩和すると

ともに、川の流量を安定させる機能。雨水が森林土壌を通過することにより、水質も浄化される。 
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２-[5] 歴史的文化的環境を守ります 

 

貴重な自然環境と一体的に維持・保全を考えていくべき史跡や古道などの

歴史的遺産や農業とともに育まれた地域文化、原風景などの歴史的文化的環

境の保全を図り、市民がふれあえる機会を提供します。 

 

施策① 歴史的文化的環境を保全します 

多摩丘陵の貴重な緑や歴史・文化を将来に引き継いでいくため、歴史的文

化的環境を保全します。 

 

 

施策② 自然や歴史・文化とのふれあいを進めます 

自然環境の中に存在し、自然環境と一体に維持・保全を考えていくべき史

跡や古道などにふれあえる機会を増やしていきます。 
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３.  持続可能な循環型社会の構築 

 ～ごみを減らし資源を有効活用するまちづくり～
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

町田市において、ごみの総排出量は減少傾向にありますが、資源化率は多

摩地域の他市と比較すると、低い水準で推移している状況です。廃棄物の発

生段階からの削減や、生ごみやプラスチックの資源化への取り組み等により、

ごみの総排出量の更なる削減が求められています。 

そのため、町田市では、第一にごみの排出抑制、次いで、ごみの資源化を

進めます。市民や事業者に対して、積極的に情報を発信し、ごみの排出抑制、

資源化に対する意識の向上を図り、取り組みを促します。さらに、市民協働

によるごみ減量の啓発活動や未利用資源の活用策の検討等により、ごみの排

出抑制、資源化を進めます。また、ごみの適正な排出・処理を進め、環境負

荷の低減を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３.持続可能な 

循環型社会の構築 

３-[1] ごみの減量、資源化に対する意識の向上を図り、取り組み

を促します  

施策の基本テーマ（中柱） 基本目標（大柱） 

施策展開の方向性 

３-[3] ごみの資源化を進めます 

３-[4] ごみの適正な排出・処理を進めます 

体系図 

３-[2] ごみの発生抑制、再使用を進めます 

達成目標 

○ 一人一日あたりのごみとして処理する量（2009 年度、852g/人・日）を、2020 年度まで

に 782g/人・日に削減することを目指します※。【町田市一般廃棄物資源化基本計画】 

○ 資源化率（2009 年度、27％）を、2020 年度までに 54％まで高めることを目指します※。

【町田市一般廃棄物資源化基本計画】 
※「町田市一般廃棄物資源化基本計画」（2011 年 4 月策定）にあわせて、2020 年度の目標値を示していま

す。2021年度以降の目標については、「町田市一般廃棄物資源化基本計画」の見直し時に整合を図ります。
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３-[1] ごみの減量、資源化に対する意識の向上を図り、取り組みを促します 

 

ごみゼロ社会を目指して、3R（Reduse（リデュース：発生抑制＊）、Reuse(リ

ユース：再使用＊)、Recycle（リサイクル：再資源化））を進めるため、市民・

事業者に対し、発生抑制の取り組みの重要性を中心とした普及啓発を進めま

す。また、ごみに関する学習の機会の提供を行うとともに、行政主体だけで

なく、地域におけるごみ減量の意識を高めるための取り組みを進めます。 

 

 

施策① 3Rについて普及啓発を進め、排出抑制を促します 

市民、事業者のごみの排出抑制、資源化に対する意識の向上のため、ごみ

の減量・分別排出のための情報や、市民、事業者、行政の取り組みを広報紙

等で周知します。 

 

 

施策② ごみの減量、分別排出の徹底に関する市民の学習の機会を提供します 

市民がごみ減量や分別排出について学ぶ機会を増やすために、出前講座の

開設や体験型の啓発活動の充実を図ります。また、学校においても、ごみに

関する環境学習を進めます。 

 

 

施策③ 市民・市民団体・事業者との協働によるごみ減量の啓発活動を進めます 

ごみ減量意識の向上を目指し、市民・市民団体・事業者と連携して、ごみ

の減量を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*再使用: リユース（Reuse）とも呼ばれ、いったん使用された製品や部品、容器等を再び使用するこ

と。3R 活動の中で発生抑制の次に重要な取り組み。 
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３-[2] ごみの発生抑制、再使用を進めます 
 

持続可能な循環型社会の構築のために、最も優先的に取り組むべき事項と

して、ごみの排出抑制を進めます。具体的には、家庭からのごみの減量、事

業系ごみの減量を促すとともに、市内のイベントでの廃棄物の発生・排出抑

制を図ります。 

 

 

施策① 家庭におけるごみの減量・発生抑制を促進します 

家庭からのごみの排出抑制のために、ごみの発生抑制や再使用による、ご

みを出さないライフスタイルへの転換を支援します。 

 

 

施策② 事業系ごみの減量を促進します 

事業系の可燃ごみの排出を抑制するために、事業者に対してごみの減量・

資源化に関する訪問調査、指導等を行います。 

 

 

施策③ 市内イベントでのごみの発生抑制の取り組みを推進します 

町田市内で開催される市や自治会などによるイベントでのごみの発生を

抑制するために、ごみの減量に関する情報提供を行い、ごみの分別、リユー

ス食器の利用などによる使い捨て容器の削減を進めます。 
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３-[3] ごみの資源化を進めます 

 

家庭等で発生する生ごみについては、たい肥化等による資源化を進めます。

また、町田市で課題になっている容器包装プラスチック＊の資源化を行いま

す。さらに、資源化できるものは全て資源化することを目指して、製品プラ

スチックの資源化や地域での落ち葉の資源化などを検討していきます。また、

リサイクル品の利用を促すなど、更なるリサイクルの推進を図ります。 

 

 

施策① 生ごみの資源化を図ります 

買い物の工夫や残り物を使った料理などの生ごみの排出抑制につながる

情報提供を行うとともに、生ごみ処理機＊等の利用による資源化を促します。 

 

 

施策② プラスチックの資源化を図ります 

ごみの中で大きな割合を占める容器包装プラスチックの資源化を行いま

す。また、製品プラスチックについても資源化を検討します。 

 

 

施策③ 生活や社会活動から発生するごみの資源化を図ります 

地域で発生する落ち葉の資源化など、生活や社会活動から発生するごみの

資源化の可能性を検討します。 

 

*容器包装プラスチック: 商品を使ったり、取り出した後に不要になるプラスチック製の容器や包装の

こと。「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」において、容器包装廃棄物の分

別収集、分別基準適合物の再商品化等の促進が求められている。

*生ごみ処理機: 食品残さなどの生ごみを減容処理・リサイクルする機器。生ごみを脱水、加熱・蒸発

して減容する乾燥型や、微生物を利用して生ごみを水と炭酸ガスに分解する微生物分解型などがある。

  41



３-[4] ごみの適正な排出・処理を進めます 

 

ごみの適正な排出と処理を目指します。そのために、ごみ排出ルールの周

知徹底を図り、適切なごみ収集と無駄のない収集運搬を行うとともに、清掃

工場での適正な運転管理により、安全にごみを処理します。清掃工場で発生

した焼却灰については、エコセメント化を継続し、有効利用します。また、

老朽化した施設の更新、資源化施設の整備を行います。 

 

 

施策① ごみ排出ルールの周知徹底等の普及啓発を進め、適正な排出を促します 

市民、事業者のごみの適正な排出のため、ごみの出し方や分別の情報など、

広報紙等で周知します。また、不法投棄の防止、資源物の持ち去り防止に取

り組みます。 

 

 

施策② 適切なごみ収集とごみ収集輸送の効率化を図ります 

適切なごみ収集を図るために、収集方法を検討します。また、ごみ収集時

の環境負荷を低減するために、収集運搬の効率化を図ります。 

 

 

施策③ 安全で適切なごみ処理を行います 

既存の清掃工場の拡充を図るとともに、適正な運転管理によりダイオキシ

ン類＊等の有害物質を削減します。また、不法投棄の防止のために、ごみの

適正な処理方法等の情報提供に努めます。 

 

 

施策④ 焼却灰等の有効利用を継続します 

清掃工場で発生した焼却灰のエコセメント化等による資源化を継続しま

す。 

 

 

施策⑤ 資源化施設のあるべき姿を検討し、施設の整備を進めます 

老朽化の進む清掃工場の建て替えを行うとともに、資源化施設のあるべき

姿を検討し、総合的な整備を進めます。 

 

*ダイオキシン類: ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD）、ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）、
コプラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナーPCB、またはダイオキシン様 PCB とも呼ばれている）の

こと。炭素・酸素・水素・塩素を含む物質が熱せられるような過程で自然に発生する副生成物である。
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コラム 3R の取り組み 

■ 3R とは何でしょう 

廃棄物の発生抑制（Reduce：リデュース）、再使用（Reuse：リユース）、再資源化

（Recycle：リサイクル）を総称して 3R といいます。 

 発生抑制とは、物を大切に使うことや不要物を購入しないことにより、ごみを減ら

すことです。再使用とは、使える物は繰り返し使うことです。再資源化とは、ごみを

資源として再び利用することです。発生抑制、再使用、再資源化の順で重視します。 

 一般的な 3R の行動としては以下のものが挙げられます。 

 

表 1 一般的な 3R の行動 

3R の分類 概 要 市民・事業者が行う 3R 行動例 

発生抑制 

(Reduce) 

ごみの排出量や天然資源の

消費量を減らすこと 

・使い捨て製品の自粛 

・簡易包装製品の選択 

・食べ残しの抑制 

再使用 

(Reuse) 

使える物を繰り返し使うこ

と 

・中古品の購入・利用 

・リターナブル容器＊の再使用 

・フリーマーケットでの提供 

再資源化 

(Recycle) 

再使用できないものを原材

料として利用すること 

・容器包装の回収協力 

・生ごみ・廃食油の回収協力 

・リサイクル製品の購入 

資料：「3R エコポイントシステム促進のためのガイドライン～循環型地域に向けた経済的イ

ンセンティブづくりをめざして～」（環境省,2011 年 3 月） 

■ なぜ 3R に取り組むのでしょう 

経済活動の拡大にともない、世界的に資源需要が増加しています。消費された資源

は最終的にごみとなり、廃棄する際に地球環境に負荷を与えます。地球環境への負荷

を減らし、持続可能な循環型社会づくりを進めるために、3R に取り組むことが求めら

れています。 

  

  

*リターナブル容器: 回収して、再利用できる容器のこと。 
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４.  良好な生活環境の創造 

～安全で快適な暮らしを実現するまちづくり～

 

 
達成目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活環境に関わる大きな問題である大気質については、近年、光化学オキ

シダントを除き、環境基準を達成しています。また、主要 3河川の BOD につ

いても、環境基準を達成しています。しかしながら、大気質、水質とも現状

を維持するだけでなく、更に改善して、次世代に引き継いでいくことが必要

です。一方で、航空機騒音、野焼き＊によるばい煙や悪臭の改善などの課題

は、依然として存在するほか、まち並みや景観の向上も求められています。 

そのため、町田市では、自動車の排気ガスの抑制や下水道の整備、景観保

全や道路環境づくりといった地道な取り組みにより、安心で快適な環境の実

現を図ります。 

 

 

○ 居住地の周辺環境について満足している市民の割合（2011 年 62.7％）の 5 ポイ

ント増を目指します。 

体系図 

施策展開の方向性 

（対象：ｐH（水素イオン指数）＊、BOD（生物化学的酸素要求量）、SS（浮遊物質）＊、

DO（溶存酸素）＊） 

（対象：SO2（二酸化硫黄）、NO2（二酸化窒素）、SPM（浮遊粒子状物質）、OX（光化学

オキシダント）） 

○ 鶴見川、境川、恩田川の水質に関する環境基準の達成を目指します。 

○ 大気に関する環境基準の達成を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

施策の基本テーマ（中柱） 

４-[1] 大気汚染の防止に努めます 

４-[4] 美しいまち並みづくりを進めます 

４-[3] 誰もが安心して快適に暮らせる環境の実現を図ります 

４-[2] 良好な水質の確保に努めます 

４. 良好な生活環境 

の創造 

基本目標（大柱） 

*DO（溶存酸素）: 水中に溶解している酸素のこと。魚介類が生存するためには 3mg/L 以上、好気性微

生物が活発に活動するためには 2mg/L 以上が必要であるといわれている。 

*野焼き: 野外で廃棄物を燃やすこと。野焼きを行うと煙や悪臭が大気汚染の原因となるほか、焼却温

度が低温であるためダイオキシン類が発生するおそれがある。「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

で禁止されている。 

*SS（浮遊物質）: 水中に浮遊または懸濁している直径 2mm 以下の粒子状物質のこと。粘土鉱物、動

植物プランクトンやその死骸、工場排水等に由来する有機物や金属の沈殿物等である。数値（mg/L）
が大きい程、水が濁っていることを示す。

*ｐH（水素イオン濃度指数）: 水溶液の酸性、アルカリ性の度合いを表す指標。 

  44



４-[1] 大気汚染の防止に努めます 

 

大気汚染の防止のため、大気の汚染状況を定期的に監視するとともに、発

生源となる事業所への指導や、廃棄物の焼却行為の抑制等の汚染防止対策を

行います。また、自動車からの排気ガスも汚染物質となることから、自動車

の利用を減らす対策や、低公害車など大気汚染物質をできるかぎり排出しな

い自動車への転換を促すなど、自動車を起因とする汚染物質の排出を防止す

る総合的な対策を進めていきます。 

 

 

施策① 大気の汚染状況を監視し、市民へ公表します 

大気の汚染状況を測定し、公表します。また、光化学スモッグ注意報＊が

発令された場合は速やかに周知を行います。 

 

 

施策② 事業活動での大気汚染物質の発生を抑制します 

事業所からの大気汚染物質の発生抑制のため、事業者への事前の調査や届

出を指導します。また、農地からの大気汚染物質の発生抑制のため、野焼き

を防止する啓発などを進めます。 

 

 

施策③ 自動車利用を控え、公共交通利用を進めます【再掲（1－[3]－施策②）】 

大気汚染物質を排出する自動車の交通量を減らすため、「町田市交通マス

タープラン」に基づき公共交通利用を促進します。 

 

 

施策④ 低公害車の普及促進等を図ります【再掲（1－[3]－施策③）】 

低公害車の普及促進やエコドライブの推進により、大気汚染物質の発生抑

制を進めます。 

 
施策⑤ 自転車利用環境の整備を進めます【再掲（1－[3]－施策④）】 

大気汚染物質を排出する自動車の交通量を減らすため、町田市の現状を把

握した上で、歩行者の安全に配慮した自転車利用環境の整備を進めます。 

 

*光化学スモッグ注意報: 大気が安定で、風が弱く、日照が強く、気温が高いなどの気象条件により、

地表近くの光化学オキシダント濃度が高くなる現象を光化学スモッグという。東京都では、光化学オキ

シダント濃度が 0.12ｐｐｍ以上で継続するときに光化学スモッグ注意報が発令される。 
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４-[2] 良好な水質の確保に努めます 

 

水辺で安心して水遊びができるような河川、水環境を目指して、良好な水

質の確保に努めます。その実現のために、汚水を適正に処理するための施設

の整備を進めるとともに、下水処理場から放流する下水の処理水質の向上を

図ります。また、事業者や市民に働きかけ、河川の水質向上のための行動を

促します。 

施策① 汚水管の整備と合併処理浄化槽＊の普及による適正な汚水処理対策を進めます 

汚水を適正に処理し、河川水質の向上を図るために、市街化区域における

汚水管の整備の推進、市街化調整区域における汚水処理対策の検討を進めま

す。 

施策② 河川へ放流する下水処理水の水質向上を図ります 

下水処理場から河川へ放流する下水処理水の水質向上を図るために、下水

処理場の既存施設の準高度処理＊化、増設する処理施設の高度処理＊化を進め

ます。 

施策③ 水質汚濁物質の排出抑制のため、市民、事業者への働きかけを推進します 

河川や下水道への水質汚濁物質の排出を抑制するため、事業者に対しては、

法令に基づき、届出書の審査、排水検査、改善指導等の排水規制を実施し、

事業場から排出される汚水を監視します。 

市民に対しては、下水道の整備、未整備等の実情に応じて、浄化槽の適正

管理の指導や汚水管への接続指導を実施します。また、下水道利用者につい

ては、正しい下水道の使い方をＰＲします。 

施策④ 市内の主要河川等において、定期的な水質調査を実施します 

町田市内の主要 3河川（鶴見川、境川、恩田川）の水質調査を実施すると

共に、水質汚濁の指標となる生物相調査＊や地下水水質調査を実施します。

また、町田市内だけでなく、河川流域全体での水質向上を図るため、流域自

治体間での情報交換に努めます。 

 

*合併処理浄化槽: 生活排水のうち、し尿と、台所や風呂から出る雑排水をあわせて処理する浄化槽。

水質汚濁の原因として生活排水の寄与が大きくなり、生活雑排水を未処理で放流する単独処理浄化槽に

替わって、下水道の整備等と並び、合併浄化槽の普及が求められている。

*準高度処理: 標準法の水処理施設において、既存施設・設備を活かし、運転管理の工夫と最小限の設

備改造を組み合わせることで、窒素やりんの削減効果を高める水処理方法。標準法の施設を高度処理化

するまでの段階的な取り組みとして位置付けられている。

*高度処理: 通常の標準法で得られる処理水質以上の水質を得る目的で行う下水処理方法のこと。窒素

やリンをさらに取り除くことができる。 

*生物相調査: 特定の地域に生育・生息する生物の種類組成を生物相といい、その調査のこと。生物相

は、地域の自然の質を表す指標の一つとなる。 
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 ４-[3] 誰もが安心して快適に暮らせる環境の実現を図ります 

 

誰もが安心して快適に暮らせる環境の実現のため、事業者に対して、有害

化学物質＊の適正な管理・処理、悪臭発生の防止、騒音・振動対策の指導を

行います。その他さまざまな問題に対し、対策を適宜検討、実施することに

より、快適な生活環境の確保に努めます。 

 

施策① 有害化学物質の適正管理・処理の指導を進めます 

有害化学物質を取り扱う事業者に対して、指導を行うとともに、有害化学

物質の使用・管理状況の把握を行います。また、解体工事等によってアスベ

スト＊が飛散しないよう、事業者に対して、適正な処理方法の指導を行いま

す。 

施策② 悪臭の発生防止に努めます 

事業活動に伴う悪臭の発生を防止するために、事業者に対して適切な防止

対策に関する情報を発信するとともに、指導を行います。 

施策③ 自動車や、事業活動による騒音・振動問題への取り組みを進めます 

工場や施設に対して、法令に基づいた指導を行うととともに、低騒音・低

振動型機種に関する情報発信を行います。また、自動車の走行等の騒音・振

動に対しては、騒音・振動調査の継続、適切な運転方法の周知等を実施しま

す。 

施策④ 航空機騒音の軽減のための取り組みを進めます 

航空機騒音測定により騒音の実態を把握するとともに、国及び米軍に対し、

厚木基地における米軍艦載機の飛行等について、周辺住民への配慮を徹底す

るよう引き続き要請します。 

施策⑤ その他の問題の対策を考え、安心で快適な環境の実現を図っていきます 

光害＊、電波障害＊等、さまざまな問題に対し、対策を図っていきます。 

 

*有害化学物質: 人の健康または生活環境に係る被害を生じるおそれのある物質の総称。大気汚染防止

法、水質汚濁防止法等の法律により物質を指定し、取扱い、排出濃度、製造・輸入などを規制している。

*アスベスト: 天然に産する繊維状けい酸塩鉱物。繊維が極めて細いため、研磨、切断、除去等により、

飛散して人が吸入してしまうおそれがある。現在では、原則として製造等が禁止されている。 

*電波障害: 中高層建築物の建設に伴って、周辺地域においてテレビの映りが悪くなるなど、電波受信

機に障害をきたすこと。町田市では、中高層建築物の建設に当たり、事前調査と障害発生時の対策につ

いて指導を行っている。 

*光害: ネオンや街灯の光によって、夜間に星がよく見えなくなるなどの影響が出ること。動植物の生

態系に対する影響も懸念されている。 
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４-[4] 美しいまち並みづくりを進めます 

 

地域の住民自らの積極的な行動を促し、市民が愛着を感じる美しいまち並

みづくり、快適な道路環境づくりを進めます。 

 

 

施策① 地域が主体となった良好な景観づくりを進めます 

地域の住民、事業者が主体となった良好な景観づくりを促すとともに、町

田市景観条例及び町田市景観計画に基づく景観保全の取り組みを進めます。 

 

施策② 快適な道路環境づくりを進めます 

快適な道路環境づくりのために、放置自転車の削減等の取り組みを進めま

す。また、市民や事業者による道路の美化活動を促進します。 

 

 

施策③ ごみの不法投棄、ポイ捨ての防止に努めます 

ごみの不法投棄防止のために、土地所有者に、防止策を啓発・指導すると

ともに、土地所有者、市民、行政の協働による再発防止策の検討を進めます。

また、ポイ捨ての防止のための取り組みや普及啓発を進めます。 
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コラム 町田市の景観 

町田市には、多摩丘陵をはじめとした自然景観、住宅都市や多様な商業施設からなる

まち並み景観、旧石器時代の遺跡や街道沿いの旧家のたたずまいといった文化的・歴史

的景観、季節ごとの花を楽しめる場所や様々な催し物が開催される生活・活動の景観が

あります。どの景観も市民の生活と深い関わりがあり、人々と共に育まれてきた「生活

風景」といえます。町田市は、「生活風景に魅力と豊かさを感じられるまち」を基本理

念とした景観づくりを目指しています。 

尾根緑道「まちださくらまつり」 

生活・活動の景観 文化的・歴史的景観 

本町田遺跡 

町田駅周辺 

まち並み景観自然景観 

都立小山田緑地からの眺望 
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５.  環境に配慮した生活スタイルの定着 

～学び・協働ですすめるまちづくり～ 

 

 
達成目標 

 

 

 

 

 

 
 

○ 市内の小中学校での環境教育や環境配慮行動の 100％実施を目指します。 

○ 環境学習や環境に関するイベント等に積極的に（いつも・ときどき）参加する市民の

割合（2011 年、10.6％）の 7 ポイント増を目指します。 

○ 環境に配慮した行動を行っている市民の割合（2011 年、40.7％）の 10 ポイント増

を目指します。 

 

 
施策展開の方向性 

町田市の環境を良くするためには、市民・事業者自らが町田市の環境を守

るという意識の定着が必要です。また、環境を良くするために有用な知識を

身につけるだけでなく、実際に行動することが求められます。 

町田市には、様々な環境活動を行っている団体が存在しますが、活動状況

が集約されていないため、環境学習や環境保全活動に参加したい市民に活動

の情報が届いていない状況があります。また、市民による環境保全活動の継

続のためには、若い世代の参加促進、活動のリーダーとなる人材育成の推進

が求められています。 

そのため、町田市では、幼少期からの環境学習が重要であると考え、子ど

もの環境学習の機会を創出します。また、市民・事業者の環境学習・保全活

動の活性化を図るための人づくりを含めた取り組みを進めます。さらに、市

民や事業者が環境に関する活動に取り組みやすくするために、環境学習・保

全活動の基盤づくりや協働の仕組みづくりを進めます。 

 

 体系図 

 

 

 

 

 

 

５-[1] 次世代を担う子どもの環境学習を進めます 

施策の基本テーマ（中柱） 

５-[2] 市民・事業者の環境学習・保全活動を推進します 

５-[3] 環境学習・保全活動の基盤づくりや協働の仕組みづくりを進めます 

５. 環境に配慮した 

生活スタイルの定着 

基本目標（大柱） 
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５-[1] 次世代を担う子どもの環境学習を進めます 

 

子どもの環境に対する意識の向上を目指して、学校における環境教育の充

実、学校教育以外の場での環境学習・環境保全活動の機会の創出を図ります。

また、さまざまな環境教育プログラムを利用しやすくするために、環境教育

情報の収集提供を図ります。 

 

 

施策① 学校における環境教育の充実を図ります 

子どもの環境意識向上のため、市民協働による出前講座やボランティアを

活用した幅広い内容の環境学習を学校で行います。 

 

 

施策② 子どもの環境学習・体験学習を進めます 

学校教育以外の場での、子どもに対する環境学習・環境保全活動の機会の

創出を図ります。 

 

 

施策③ 環境教育情報の収集・提供を図ります 

学校等が、さまざまな環境教育プログラムを利用しやすくするため、出前

講座や大学と連携した環境教育プログラム等の情報を収集し、提供できるよ

うにします。 
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５-[2] 市民・事業者の環境学習・保全活動を推進します 

 

市民・事業者の環境意識の向上、環境保全活動の活性化を目指して、市民・

事業者に対する環境講座の開催、事業者が環境活動に取り組みやすい仕組み

づくりの検討を進めます。 

 

 

施策① 市民の環境学習や環境保全活動に参加する機会の充実を図ります 

市民の環境学習の機会創出、環境保全行動の促進のために、環境講座等を

開催します。また、体験型の環境学習の充実を図ります。 

 

 

施策② 事業者の環境配慮への取り組みや環境保全活動を支援します 

事業者の環境配慮への取り組みや環境保全活動を促進するために、事業者

を対象とした環境講座の開催、環境保全活動に取り組みやすい環境の整備を

進めます。 

 

 

施策③ 環境に配慮した事業者を認定する制度をつくります 

取り組みを実施している事業者を認定する制度をつくり、事業者の環境配

慮行動を促します。 
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５-[3] 環境学習・保全活動の基盤づくりや協働の仕組みづくりを進めます 

 

町田市内の環境学習・保全活動の充実を目指して、市民・事業者に対する

環境に関する情報の周知、環境保全活動情報の共有化を図ります。また、市

民、市民団体、事業者、地域、大学、行政等の多様な主体の連携・協働によ

る環境学習・保全活動の仕組みづくりを進めるとともに、環境保全活動の継

続のために、環境保全活動の担い手の育成、人材の活用を図ります。 

 

 

施策① 環境に関する情報を積極的に発信します 

市民、事業者の環境に対する意識の向上を図り、環境に配慮した行動を促

進するために、環境に関する情報を発信します。 

 

 

施策② 市民・事業者の環境保全活動の情報の共有化を図ります 

町田市内の環境保全活動への市民・事業者の参加促進のため、環境に関す

る情報を集約し、ホームページ等で公開する仕組みを構築します。 

 

 

施策③ 大学等との連携を進め、環境学習の機会を創出します 

市民、市民団体、事業者、地域、大学、行政等の多様な主体の連携・協働

による環境学習に関する取り組みを推進するための仕組みづくりを検討し

ます。 

 

 

施策④ 環境保全活動の担い手の育成、人材の活用を図ります 

環境保全活動の担い手を育成するため、環境に関する活動を行っている団

体等の支援や人材の活用を図ります。 
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第 4 章 推進体制・進行管理 
 

 

 

 

1.  推進体制 

 

望ましい環境像「水とみどりとにぎわいの調和した環境都市 まち

だ」を実現するために、市民と事業者と行政の三者で計画を推進します。 

 

（１）市民・事業者 

  市民、事業者それぞれが町田市の環境に関する課題を考え、日常

生活や事業活動において環境に配慮した行動に努めるとともに、市

民団体、行政等が行う環境保全活動に積極的に参加・協力し、課題

の解決にあたります。 

 

 

（２）（仮称）環境懇談会 

  市民、事業者、行政の三者で、町田市の環境に関する課題や環境

施策の進捗について、幅広く自由に意見交換する場をつくります。 

 

 

（３）行政 

  環境施策に基づく取り組みを各担当課で進めます。担当が複数の

部署にまたがる課題については関係部署による取り組みを行いま

す。必要に応じて、市民・市民団体・事業者の参加も検討します。 

  市民、事業者が環境に関する取り組みを行えるよう、様々な支援

を行います。    

また、庁内の環境関係各課の管理職による環境管理委員会により、

「第二次町田市環境マスタープラン」の進行管理を行います（2．

進行管理 参照）。 環境管理委員会では施策・取り組みの進捗状

況を把握し、環境審議会等での審議内容を合わせて、対応策を検

討・決定し、各担当課にフィードバックして、対応を行います。 
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（４）環境審議会 

毎年、「町田市環境マスタープラン」の進捗状況について報告を

受け、審議を行います。また、「町田市環境マスタープラン」の策

定、改定に際しては、市長の諮問を受け、審議検討し、市長に答申

を行います。 

なお、環境審議会は、学識経験者、公募の町田市民、事業者を構

成メンバーとし、町田市の環境の保全に関して、それぞれの立場で

意見を述べ、審議することを目的としています。 
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２.  進行管理 

 

「第二次町田市環境マスタープラン」の確実な推進のために、毎年、

施策・取り組みの進捗状況を把握して点検・評価し、進捗が順調でない

施策や取り組みの対応策の検討を行います。 

 

（1） 進行管理の流れ 

町田市環境マスタープランは、以下の流れに沿って進行管理を行

います。 

 

① 施策・取り組みの進捗状況を、各担当課へ調査 

② 環境管理委員会に報告、進捗が順調でない施策について、対応策

を検討 

③ （仮称）環境懇談会で議論 

④ ②、③を環境審議会に報告、審議 

⑤ 環境管理委員会に、環境審議会での審議結果を報告 

⑥ 環境管理委員会で対応策を決定 

⑦ 進捗状況、対応について、環境白書に掲載 

⑧ 対応策に基づき、各担当課で対応 

 

 

（2） 進行管理にあたって 

翌年度の取り組みにつなげるため、上記の点検・評価を各年度のなる

べく早い時期に行い、予算要求に反映できるようにします。 
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 図 21 推進体制・進行管理 

 

 

 

 

・環境施策を実施する 

・市民、事業者の支援を行う 

・環境マスタープランの進捗管理を行う 

 

 

 

 

（仮称）環境懇談会 
・町田市の環境の課題について議論する 

環境管理委員会 

環境審議会 
・環境マスタープランの進捗

状況について報告を受け、

審議する 
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